
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

2016 春季生活闘争･妥結情報   
2016.7.20 -第 20 号- 連合北海道 春季生活闘争本部 

 ６月末までの妥結平均は４，９０２円（１．９４％）前年▲１５８円で推移。 

一時金の年間妥結額は、加重平均で１，２０５，１３８円 
 

６月 30 日までの集計では、妥結報告は２５０組合となっている。 

月例賃金の加重平均では、妥結額 4,902 円(定昇・ベア込み)で、昨年同時期の５，060 円を 158 円

下回っている。4,902 円の内訳は、定期昇給制度相当分４，398 円、ベア（賃上げ分）が 929 円となっ

た。ベアについて、９９人以下の組合では 1,351 円となった。定昇制度のない組合が多いため、賃上げ

額への配分が高くなった。（組合規模別の妥結状況は下表参照のこと。） 
 

【組合規模別 平均賃上げ状況   ２０１６年６月 30 日結果（昨年同時期対比）  連合北海道集計】 

組合規模 
集計 

組合 

対象組合 

人数 

   （人） 

加重平均 

妥結額 

(定昇･ベア込) 

妥結率 

昨年 

集計 

組合 

昨年 

対象組合 

人数 

   （人） 

昨年 

実績額 
(定昇･ベア込み) 

実績率 

昨年比 

増減額 

～ ９９人 

 

100～299 人 

 

300～999 人 

 

１，０００人～ 

１３４ 

 

６０ 

 

４４ 

 

１２ 

５，６９８ 

 

９，８６８ 

 

２１，７２８ 

 

２６，８４８ 

３，６３４円 

（１．７１％） 

３，８７２円  

（１．７２％） 

４，７３２円

（１．８１％） 

５，６４９円

（２．１４％） 

９２ 

 

４５ 

 

３４ 

 

７ 

４，１７４ 

 

８，１０４ 

 

１６，８２６ 

 

１８，３６４ 

３，５６０円 

（１．７８％） 

４，５０２円 

（２．００％） 

４，８８６円 

（１．８７％） 

５，６９８円 

（２．１９％） 

＋７４円 

 

－６３０円 

 

－１５４円 

 

－４９ 

計 ２５０ ６４，１４２ ４，９０２円

（１．９４％） 

１７８ ４７，４６８ ５，０６０円 

（２．０２％） 

－１５８円 

 

昨年と集計組合に相違があるため単純比較はできないが、９９人以下の組合は昨年同期を上回る妥結額

を確保し、前年比＋７４円と規模別での健闘が目立つ。 

前年妥結額と比較できる１７９組合のうち、昨年を上回ったのが７４組合４１．３％。そのうち５３組合が５００円

以内の上積みにとどまっている。賃上げ額では、２,０００円台が４９組合、３,０００円台が３２組合、４,０００円台

が３１組合、５,０００円台が２３組合、６,０００円台が２０組合と幅のある妥結結果であるが、４,５００円以上の妥結

額を勝ち取った組合は６１組合（３４.１％）となっている。 

 

一時金については加重平均で、年間妥結額 １,２０５,１３８円（４２組合）、年間月数は９０組合４.２０ヶ月（前

年３．９６ヶ月）となっている。 

 

非正規（有期契約、短時間パートなど）の労働条件に関しては、時間給は加重平均で１５組合２１.４４円（前

年 １４組合 １３.８３円） 前年比＋７.６１円となっている。月給制では、５組合で妥結し、上限５,０００円（２.４

８％）の定昇・ベア込みで妥結した単組もある（前回報告と同じ）。 

  

 

「非正規・未組織労働者の春闘」ともいえる最低賃金について、北海道最賃審議会がスタートしま

した。連合北海道は、自治体議会での意見書採択や労働局要請など、大幅引き上げに向けた取り組み

を展開しています。７月下旬には中賃の目安が示される予定となっており、10 月 1 日発効に向けて

各種取り組みや審議会での主張を強めていきます。 

 


